共 同 研 究 契 約 書
神戸常盤大学短期大学部（以下「甲」という。)と○○○○（以下「乙」という。)は、次の各条によって共同研究契約(以下「本契約」という。)を締結するものとする。

　(共同研究の題目等)

第１条　甲及び乙は、次の共同研究（以下「本共同研究」という。）を実施するものとする。  　

 (1)　研究題目　○○○・・・
 (2)　研究目的　○○○・・・
 (3)　研究内容　○○○・・・
 (4)　研究分担　○○○・・・
　(研究期間)

第２条　本共同研究の研究期間は、平成○年○月○日から平成○年○月○日までとする。

(研究成果の報告)
第３条　甲及び乙は、双方協力して、本共同研究の実施期間中に得られた研究成果についての報告書を、本共同研究完了の翌日から90日以内にとりまとめるものとする。
　(共同研究に従事する者)

第４条　甲及び乙は、第1条（4）に掲げる者（以下「研究担当者」という。）を本共同研究に参加させるものとする｡
２　甲及び乙は、自己の研究実施場所において相手方の研究担当者を受入れることができる。

３　甲及び乙は、研究担当者を変更又は追加しようとするときは、あらかじめ相手方に書面により通知するものとする。

　(研究経費の負担)

第５条　甲及び乙は、自らが分担する本共同研究に要する経費を負担するものとする。
　

　(研究の中止又は期間の延長)

第６条　天災その他研究遂行上やむを得ない事由があるときは、甲乙協議の上、本共同研究を中止し、又は研究期間を延長することができる。

　(研究成果の帰属及び出願等)

第７条　甲及び乙は、本共同研究の実施に伴い発明又は考案（以下「発明等」という。）が生じた場合には、速やかに相手方に通知し、権利の帰属を確認するものとする。

２　甲又は乙に属する研究担当者が本共同研究の結果、単独で発明等を行ったときは、当該研究担当者が属する甲又は乙が、当該発明等に基づき特許又は実用新案登録を受ける権利ならびにこれに基づき取得された特許権又は実用新案権（以下「特許権等」という。）を単独で所有する。この場合、当該出願手続き及び権利の維持・管理等は、当該特許権等を所有する甲又は乙が単独で行うものとし、これに要する費用も当該特許権を所有する甲又は乙が単独で負担するものとする。

３　甲に属する研究担当者及び乙に属する研究担当者が本共同研究の結果、共同で発明等を行い、甲に属する研究担当者の持分を甲が承継し、乙に属する研究担当者の持分を乙が承継したときは、甲及び乙が当該発明に基づく特許権等（以下「共有特許権等」という。）を共同で所有する。この場合、共有特許権等に係る甲及び乙の持分等を協議して定めた上で、別途締結する共同出願契約に従って出願等を行うものとする。

４　本共同研究の結果創出されたノウハウ、著作権又は成果有体物等の帰属は、特許権等の帰属に準じて取り扱うものとする。

 (第三者に対する実施の許諾)

第８条 甲又は乙は、事前に書面による相手方の同意を得ることにより、共有特許権等を第三者に実施許諾することができる。

 (秘密の保持）

第９条　甲及び乙は、本共同研究の実施にあたり、相手方から開示された資料、情報及び本共同研究の成果並びに本契約に関連して知り得た相手方の技術上・経営上の一切の秘密を保持するよう万全の措置を講ずるものとし、事前に相手方の書面による同意を得た場合を除き、これを第三者に漏洩し又は開示してはならず、かつ本共同研究以外の目的に使用してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するものはこの限りではない。

 (1)　相手方から知得する以前に、既に自己が保有していたことを証明できるもの

 (2)　相手方から知得する以前に、既に公知となっているもの

 (3)　相手方から知得した後に、自己の責に帰し得ない事由により公知となったもの

 (4)　正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの
 (5)　相手方から開示された情報によることなく独自に開発・取得したことを証明できる
　　　もの

　(研究成果の取扱い)

第10条　本共同研究による研究成果（以下「本研究成果」という）は、第９条で規定する秘密保持の義務を遵守した上で、公表するものとする。ただし、公表の時期・方法等については、甲乙協議のうえ、定めるものとする。

　(契約の解除)

第11条 甲及び乙は、相手方が本契約のいずれかの条項を遵守しないときは、相手方にその是正を書面で催告し、催告後30日以内に相手方がこれを是正しない場合には、本契約を解除することができる。

（契約の有効期間）

第12条 本契約の有効期間は、第２条に定める期間とする。

２　前項の規定にかかわらず、第３条、第７条乃至第10条、第14条の規定は、当該条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。

　

(協議)

第13条 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に疑義を生じたときは、甲及び乙は誠意をもって協議し解決する。

(裁判管轄）

第14条 本契約に関して紛争が生じた場合は、神戸地方裁判所をもって第一審専属的合意管轄裁判所とする。
　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙が記名捺印のうえ、各自１通を保有する。

　

平成○○年○月○○日
甲　兵庫県神戸市長田区大谷町2丁目6番2号
神戸常盤大学短期大学部
学長　濵田　道夫　　　　印
乙　○○○・・・・・・・・・・・・
　　　　　　　　　　　　　　○○○○
代表者　　職・氏名　　　印
